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１．はじめに 

 

 1970年代以降のモータリゼーションの進展とともに

人々の行動範囲は広がり，都市は無秩序に拡大を続けて

きた結果，交通による環境負荷は年々増加の一途を辿っ

ている．そのため，交通環境負荷の低減を目的とし，都

市の空間構造と都市機能を集約させるコンパクトシティ

が注目され，自動車の利用を抑制し，公共交通へシフト

させることが求められている．我が国でも国土交通省の

社会資本整備審議会答申1)において，「集約型都市構

造」としてコンパクトシティの重要性が明記されている． 

 この流れを受け，人口密度や土地利用規制をはじめと

する地域特性と交通環境負荷との関連性を分析した研究

の蓄積は進み，それらの研究は，主として町丁目スケー

ルのミクロ的な研究，都市スケールのマクロ的な研究に

大別される． 

 町丁目スケールで地区特性と交通環境負荷との関連性

を分析した研究として，谷口ら2)，島岡ら3)は，人口密

度，土地利用規制，交通利便性といった地区特性と交通

環境負荷との関連性をモデル分析により明らかにするこ

とで，今後の住宅地整備のためのガイドラインを構築し

ている．これらを踏まえ，中道ら4)は住区における地区

特性のみならず，個人の自動車依存状況を示す自動車利

用に関する個人属性を考慮した上で，交通環境負荷との

関連性を両側面から分析することで，地区特性よりも個

人の自動車依存状況が交通環境負荷とより密接に関連し

ていることを明らかにし，転居前後で個人の交通行動は

変化しない可能性があることを示唆している．また，海

外都市を対象とした研究として，川野ら5)は，スイスの

コミューンを対象に人口密度，個人属性に加え，環境に

対する意識を考慮し，自動車保有及び走行量との関連性

を分析している．これらの研究を受け，転居前後におい 
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て，個人の交通行動はどの程度変化するかを明らかにす

べく，中道ら6),7)は，実際の転居データを用いて，転居

前後の交通行動変化の実態を明らかにしている． 

 一方，都市スケールの研究としては，Newmanら8)に代

表される人口密度と交通環境負荷との関連性を分析した

事例が数多く蓄積されている．さらに近年では，都市の

空間構造と交通環境負荷との関連性を分析した研究9)も

みられる．しかし，これらは全てそれぞれの時点での都

市構造･地域特性，あるいは個人属性と交通環境負荷と

の関連性を分析したものであり，過去から現在までの地

域特性の変遷に着目した議論には及んでいない．また，

Pfliegerら10)は，地域特性の変遷と交通環境負荷との関

連性を定性的に評価しているが，実証するまでには至っ

ていない． 

 さらに，町丁目スケールでの分析において，地区と商

業拠点や鉄道駅，及び用途地域境界との位置関係といっ

た都市の空間構造と交通環境負荷との関連性はまだ十分

に明らかにされているとはいえない． 

 そこで本研究では，実際の都市地域計画，住宅地整備

に合わせた町丁目スケールに相当する全国の都市内小地

域を対象に，まず，過去から現在までの開発状況をはじ

め，空間データを中心とする膨大な小地域特性に関する

データベースを構築する．その上で，開発時期や都市に

おける小地域の空間的な配置状況により独自に定義した

「空間分類」と交通環境負荷との関連性をトリップ目的

ごとに明らかにすることを目的とする． 

 

２．本研究の特徴 

 

 以上より，本研究の特徴として以下の点が挙げられる． 

• 過去から現在までの開発状況に着目し，開発時期と

交通環境負荷との関連性を分析する点． 

• 全国 61 都市 1,784 の都市内小地域を対象に，膨大

な空間データを中心とする詳細なデータベースを構

築した上で，空間分類と交通環境負荷との関連性を

網羅的に分析する点． 

• トリップ目的により，トリップ特性が大きく異なる

と考えられるため，通勤と私事の 2 種類に着目した



上で，都市内小地域の空間分類と交通環境負荷との

関連性をトリップ目的ごとに分析する点． 

 

３．データベースの構築 

 

(1) 交通環境負荷の算出 

 本研究では，多様な特性を有する都市内小地域を対象

に含めるため，全国の大都市から地方都市までを対象に

実施された平成 17 年第 4 回全国都市交通特性調査を使

用する．交通環境負荷を示す指標として，1 人 1 日あた

り乗用車 CO2排出量を用いることとし，自動車の移動速

度を考慮した CO2排出係数原単位 11)を用いて推計した．

推計にあたっては，同調査のマスターデータ（73,178

人，171,069 トリップ）を使用し，日常生活における主

なトリップ目的であると考えられる通勤，私事の2種類

のトリップを対象とした． 

(2) 小地域特性に関するデータベースの構築 

 同調査の対象である全国 61 都市 1,784 の都市内小地

域を対象に，過去から現在までの土地開発状況，あるい

は都市計画図からの読み取り作業を通じて作成した用途

区分ポリゴンデータをはじめとする膨大な小地域の空間

特性に関するデータベースを構築した． 

 

４．開発時期と交通環境負荷との関連分析 

 

 本章では，都市内小地域における過去から現在までの

開発時期により現在の交通環境負荷に違いが生じること

を実証するため，開発時期と交通環境負荷との関連性を

図-1により視覚的に把握する． 

 図-1 において，黒丸の大きさは 1 人 1 日あたり乗用

車 CO2排出量を示しており，横軸は小地域内部に占める

2006 年の都市的土地利用面積の割合であり，縦軸は小

地域内部に占める 1976 年以降に開発された都市的土地

利用面積の割合である．なお，都市的土地利用とは，土

地利用細分メッシュデータにおける「建物用地」と「幹

線交通用地」を指す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1 開発時期と交通環境負荷との関連性 

 

以下，この図に関して考察する．まず，右方であれ

ば乗用車CO2排出量が小さい．つまり，2006 年における

都市的土地利用率が大きく，都市化が進展している小地

域であれば，乗用車 CO2排出量が小さいことがわかる．

一方，上方であれば乗用車 CO2排出量が大きい．つまり，

モータリゼーションの進展時期に相当する 1976 年以降

に開発された都市的土地利用率が大きいほど，乗用車

CO2 排出量が大きいことがわかる．従って，モータリゼ

ーションの進展時期以降は自動車利用を前提とした開発

がなされているため，2006 年において乗用車CO2排出量

が大きいことが推察される．以上，開発時期により現在

の乗用車 CO2排出量に違いが生じることを明らかにした． 

 

５．開発時期を考慮した都市内小地域の空間分類 

 

前章を踏まえ，構築したデータベースに基づき，開

発時期を考慮した上で，表-1 に示す定義により都市内

小地域を分類する． 

 
表-1 都市内小地域の空間分類一覧 

分類番号 用途地域外面積割合 1976年以降の開発面積割合 属する市街地 鉄道駅との位置関係 地価最高点からの距離 用途地域境界との位置関係

1 中心駅から1km未満 - -

2 最寄り駅から1km未満 - -

3 用途地域境界から0.5km以上

4 用途地域境界から0.5km未満

5 郊外駅商業拠点を含む市街地に存在 - - -

6 鉄道駅を有する商業拠点を含まない市街地に存在 - - -

7 中心駅から1km未満 - -

8 最寄り駅から1km未満 - -

9 用途地域境界から0.5km以上

10 用途地域境界から0.5km未満

11 地価最高点から13km未満 -

12 地価最高点から13km以上 -

13 鉄道駅を有する商業拠点を含まない市街地に存在 - - -

14 最寄り駅から1km未満 - -

15 最寄り駅から1km以上 - -

16 中心商業拠点を含まない市街地に存在 - - -

17 最寄り駅から1km未満 - -

18 最寄り駅から1km以上 - -

19 中心商業拠点を含まない市街地に存在 - - -

20 25%以上 - - - -

21 25%未満 - - - -

22 25%以上 - - - -

23 25%未満 - - - -

‐：分類に用いていないことを示す
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 小地域の分類に際して，まず，｢用途地域が面的につ

ながっている地域｣を｢市街地｣，｢人口集中地区に存在し，

鉄道駅を有する上で容積率が最大である商業系地域及び

それが属する市街地に存在する鉄道駅を有する商業系地

域｣を｢中心商業拠点｣，｢中心商業拠点と同一市街地に存

在せず，鉄道駅を有する商業系地域｣を｢郊外商業拠点｣

とそれぞれ定義する．その上で，｢市街地｣，｢商業拠点｣

の定義に従い，都市計画図を確認しながら商業系用途区

分を全て分類する．次に，中心商業拠点の内部，または

境界線上に存在する鉄道駅を，｢中心駅｣とする． 

以上のように定義した商業拠点や鉄道駅の規模及び

位置関係，さらに，地価最高点からの距離や用途地域境

界からの距離等の指標を用いて都市内小地域を分類した． 

 

６．都市内小地域の空間分類と交通環境負荷との関連分析 

 

本章では，経年的な開発状況のみならず，用途地域

指定面積割合，商業拠点，鉄道駅の規模や位置関係，及

び用途地域境界との位置関係といった都市における小地

域の空間的な配置状況の観点から本研究で独自に定義し

た空間分類と交通環境負荷との関連性を分析する．なお，

本分析は，通勤，私事の2種類のトリップ目的ごとに行

うことで，トリップ目的による空間分類と乗用車 CO2排

出量との関連性の違いにも着目する．全 23 の空間分類

と1人 1日あたり乗用車CO2排出量との関連性を通勤，

私事のトリップ目的ごとにそれぞれ図-2,図-3 に示す．

なお，集計値の信頼性を確保するため，主に都市の人口

規模に基づく4つの都市分類（大都市圏核都市，大都市

圏郊外都市，地方圏中心都市，その他の地方都市）と

表-1 の全 23 の空間分類をクロスすることで細分化した

区分のうち，有効サンプル数が100人以上であるケース

のみをプロットしている． 

まず，両目的に共通することは，全体的な傾向とし

て，用途地域外面積割合が大きいほど，乗用車 CO2排出

量が大きいこと，さらに４章で明らかにしたように，モ

ータリゼーションの進展時期に相当する 1976 年以降に

開発された都市的土地利用面積の割合が大きいほど乗用

車CO2排出量が大きいことである． 

次に，都市分類に着目すると，地方圏の都市におい

ては，駅勢圏内であっても乗用車 CO2排出量は小さくな

いことがわかる．つまり，地方圏では，小地域の周辺に

鉄道駅が存在していても十分なサービスレベルが確保さ

れていないこと等により，商業拠点，鉄道駅の効果が十

分に発揮されていないことが推察される． 

続いて，用途地域外面積割合の区分ごとにそれぞれ

考察する． 

まず，用途地域外面積が 25%未満の小地域について，

通勤目的のトリップでは，1976 年以降の都市的土地利

用面積の割合が 25%未満であり，かつ郊外市街地に存在

する小地域において，都心からの距離に相当する地価最

高点からの距離により乗用車 CO2排出量が大きく異なる

一方，1976年以降開発面積割合が25%以上であり，かつ

郊外市街地に存在する小地域では，地価最高点からの距

離が 13km 未満であるケースはないということからもわ

かるように，モータリゼーションの進展時期以前の開発

は自動車よりむしろ，徒歩や鉄道利用を前提として行わ

れている傾向にあると考えられる．そのため，商業拠点，

鉄道駅，用途地域境界との位置関係といった空間分類と

乗用車 CO2排出量との関連性が明確に表れていると推察

される． 
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一方，私事目的のトリップでは，用途地域外面積割合

が 25%未満かつ郊外市街地に属する小地域において，乗

用車 CO2 排出量が中心商業拠点を含む市街地に存在し，

用途地域境界からの距離が 0.5km 未満の用途地域外縁区

域と比べて約 3 割程度小さいことがわかる．つまり，商

業拠点，鉄道駅が整備され，用途地域が指定された市街

地であれば，乗用車 CO2 排出量が小さく，私事目的のト

リップに限った場合，今後の開発の方向性として，中心

市街地を拡大するよりも，郊外であっても，整備の行き

届いた開発を行うことが交通環境負荷の観点から優れて

いるということを示唆している． 

次に，用途地域外面積が 25%以上 50%未満の小地域に

ついて，1976 年以降の開発面積割合が 25%未満の小地域

であれば，周辺に鉄道駅が存在することによる乗用車

CO2 排出量の低減可能性が確認できる一方，1976 年以降

の開発面積割合が 25%以上の小地域であれば，駅勢圏内

の地区において乗用車 CO2 排出量が小さくないことがわ

かる．つまり，モータリゼーションの進展時期以降に開

発がなされた小地域であれば，駅勢圏内であっても乗用

車CO2排出量が小さくないことがわかる． 

続いて，用途地域外面積が 50%以上の小地域について，

開発進展時期が1976年の前後で乗用車CO2排出量の違い

が大きくは表れていない．つまり，1976 年以前に開発

が進展した地区では，用途指定がなされていないことが

主な要因となり無計画な開発が行われる傾向があると考

えられること，一方，1976 年以降に開発が進展した地

区では，モータリゼーションの進展に伴い，自動車の利

用を前提とした開発が行われていることが，それぞれ乗

用車CO2排出量が大きい要因であると推察される． 

７．おわりに 

 

 以上の分析から得られた知見を以下に示す． 

• 2006 年の都市的土地利用率が大きいほど乗用車 CO2

排出量が小さい一方，1976 年以降のモータリゼーシ

ョンの進展時期以降に開発された都市的土地利用率

が大きいほど乗用車CO2排出量は大きい． 

• 用途地域外面積が 25%未満かつ 1976 年以降の開発面

積割合が 25%未満の小地域では，商業拠点や鉄道駅

との位置関係，用途地域境界からの距離といった都

市における小地域の空間構造と乗用車CO2排出量との

関連性が明確に表れている． 

• 私事目的のトリップに関しては，商業拠点や鉄道駅

が整備され，かつ用途地域に指定されている郊外市

街地では，中心市街地外縁部や，用途地域指定がさ

れていない小地域と比べて交通環境負荷が約 3 割程

度小さい． 

• 地方圏の都市の存在する小地域，あるいは大都市圏

の都市に存在し，用途地域外面積が 25%以上かつモ

ータリゼーションの進展時期以降に開発が進展した

小地域においては，駅勢圏内であっても乗用車CO2排

出量は小さくない． 
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